
　
田
政
権
の
目
玉
の
一
つ
は

「
異
次
元
の
少
子
化
対
策
」

だ
。
一
部
先
送
り
と
な
っ
て

い
た
財
源
問
題
に
対
処
す
べ
く
、
政
府

は
新
た
な
支
援
金
制
度
の
創
設
を
模
索

し
て
い
る
。
目
的
は
社
会
保
険
料
率
の

上
乗
せ
に
よ
る
財
源
の
捻
出
だ
が
、
子

育
て
を
担
う
現
役
世
代
の
負
担
が
さ
ら

に
増
え
る
こ
と
へ
の
懸
念
が
拭
え
な
い
。

　
健
康
保
険
組
合
連
合
会
に
よ
れ
ば
、

２
０
２
３
年
度
の
健
康
保
険
の
平
均
保

険
料
率
は
９
・
27
％
に
な
る
見
込
み
だ
。

厚
生
年
金
と
介
護
保
険
の
保
険
料
率
を

合
わ
せ
た
社
会
保
険
料
率
は
30
％
近
く

に
達
し
、
租
税
負
担
も
考
慮
し
た
国
民

負
担
率
は
46
・
８
％
と
な
る
。

　
振
り
返
れ
ば
、
１
９
８
８
年
度
の
国

民
負
担
率
は
今
よ
り
約
10
％
も
低
い
37

・
１
％
だ
っ
た
。
国
民
負
担
率
が
上
昇

し
た
の
は
、
租
税
負
担
よ
り
も
社
会
保

険
料
率
の
上
昇
に
原
因
が
あ
る
。「
２
人

以
上
の
勤
労
者
世
帯
」（
全
国
平
均
値
）

で
88
年
と
17
年
を
比
較
す
る
と
、
所
得

税
な
ど
の
直
接
税
の
負
担
は
微
減
し
た

が
、
社
会
保
険
料
率
の
負
担
は
約
84
％

も
増
加
し
て
い
る
。

　
今
後
、
社
会
保
険
料
率
は
ど
う
な
る

の
か
。
18
年
公
表
の
「
２
０
４
０
年
を

見
据
え
た
社
会
保
障
の
将
来
見
通
し

（
議
論
の
素
材
）」
を
見
て
み
よ
う
。

　
成
長
率
が
１
％
程
度
の
低
成
長
ケ
ー

ス
で
は
、
社
会
保
障
給
付
費
は
18
年
度

で
１
２
１
・
３
兆
円
（
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
21

・
５
％
）、
25
年
度
で
約
１
４
０
兆
円

（
同
21
・
８
％
）、
40
年
度
で
約
１
９
０

兆
円
（
同
24
％
）
と
予
測
し
て
い
た
。

た
だ
、
23
年
度
の
社
会
保
障
給
付
費

（
予
算
ベ
ー
ス
）
は
１
３
４
・
３
兆
円

（
同
23
・
５
％
）
で
、
25
年
度
の
予
測

値
（
同
21
・
８
％
）
を
既
に
１
・
７
％

㌽
も
上
回
っ
て
い
る
。

　
仮
に
成
長
率
０
・
５
％
で
こ
の
勢
い

が
継
続
す
れ
ば
、
40
年
度
の
社
会
保
障

給
付
費
は
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
28
％
に
急
上
昇

す
る
。
こ
れ
は
18
年
度
の
約
１
・
３
倍

で
、
単
純
計
算
で
社
会
保
険
料
率
も
約

１
・
３
倍
に
な
る
可
能
性
が
あ
る
。

　
か
つ
て
小
泉
政
権
期
は
、
厚
生
年
金

の
保
険
料
率
の
上
限
を
18
・
３
％
に
定

め
た
。
一
方
、
医
療
・
介
護
の
保
険
料

率
に
は
切
り
込
ん
で
お
ら
ず
、
現
在
も

上
限
が
存
在
し
な
い
。
子
育
て
を
担
う

現
役
世
代
の
負
担
を
抑
制
す
る
た
め
に

も
、
政
府
は
40
年
度
・
50
年
度
ま
で
の

社
会
保
険
料
率
の
上
昇
幅
に
関
す
る
試

算
を
早
急
に
示
し
た
上
で
、
全
体
の
社

会
保
険
料
率
に
上
限
を
定
め
る
こ
と
も

検
討
す
べ
き
だ
ろ
う
。

Data

上がり続ける社会保険料は
少子化対策に逆行
上限設定も検討すべきだ
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出所：内閣官房・内閣府・財務省・厚生労働省
「2040年を見据えた社会保障の将来見通し（議論
の素材）」（2018年5月21日）

2023年度の社会保障給付費
（対GDP比、予算ベース）

23.5%
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